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Ⅰ　公害問題の歴史、公害紛争処理制度

１　公害問題の歴史

(1) 戦前は、各地で公害が発生したが、個別的な問題に留まる
・　足尾銅山鉱毒事件
勝海舟も批判（明治30年）／田中正造の天皇への直訴事件（明治34年）
／渡良瀬遊水地（明治39年 谷中村廃村）
・　日立鉱山煙害問題、別子銅山煙害問題
・　東京、大阪など都市部における大気汚染、水質汚濁

(2) 公害問題は、昭和30年代後半(1960年代)の高度成長期（産業構造の重化学
工業化）に顕在化、深刻化
・　四大公害病（水俣病、新潟水俣病、イタイイタイ病、四日市大気汚染）
→　公害病訴訟、大きな社会問題となる

　(3) 公害対策基本法と公害紛争処理制度の整備
・　昭和42(1967)年 公害対策基本法制定
・　昭和45年５月　公害紛争処理法が第63回国会で成立
同年11月　　　調停などを扱う中央公害審査委員会が総理府に設置
・　同年11～12月　公害国会（第64回臨時国会／公害対策基本法の改正を
含む公害関連14法案が成立）
　　・　昭和46年　　　環境庁設置
○　昭和47年５月　公害等調整委員会設置法が第68回国会で成立
　　 　　　　　　（同法により公害紛争処理法が改正され、裁定制度を導入）
→　同年7月　　 　公害等調整委員会が「３条機関」として発足
（土地調整委員会と中央公害審査委員会を統合）
※　発足後しばらくの時期の公害紛争は、水俣病、渡良瀬川
沿岸の鉱毒問題の調停も含め、産業型の紛争が多く、重大
な健康被害が主張された


２　公害紛争処理制度

　(1) ＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution ／裁判外紛争解決手続)
民事上の紛争に関し、訴訟手続によらず、公正な第三者が関与して、その解決
を図る手続。第三者の専門的な知見を反映しながら、紛争の実情に即した迅速
な解決を図る手続として重要
公害紛争処理制度もその一つで、公害紛争処理機関として、国に公害等調整委員会、都道府県に公害審査会が設置

※　司法的な解決である訴訟は、両当事者がそれぞれ事実関係について主張
し、主張が真実であることを証拠によって立証することが必要。
　　　このため、被害者側が訴訟によって救済を求めることが、大きな負担と
なっていた。
そこで、迅速な行政的解決を図るため、広汎で実効性のある統一的な公害
紛争処理制度が設けられた。
　　　　また併せて、行政機関における苦情処理体制が整備された。

　(2) 公害紛争処理制度の概要、特徴

① 「公害」…事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる［７公害］によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずること
　※　７公害…大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭

② 「調停」…公害に係る被害について、民事上の紛争が生じた場合において、当事者の一方又は双方が、公害等調整委員会又は都道府県の公害審査会等に対して申請。被害発生の「おそれ」でも、申請することができる。
事件ごとに組織される調停委員会が、積極的に手続に関与し、当事者双方
の互譲による合意に基づき紛争解決を図る。
　　　　手続きは原則として非公開（合意形成を容易にするため）

　　③ 「裁定」…公害紛争に関し、公害等調整委員会に対して申請。事件ごとに
組織される裁定委員会が、法律的判断を行うことにより、解決を図る。
裁判と同様の手続。当事者が主張や証拠を提出する審問期日は公開。
　　　・　「原因裁定」…被害と加害行為との因果関係について、法律的判断
　・　「責任裁定」…損害賠償責任の有無と賠償額について、法律的判断

[bookmark: _GoBack]④ 公害紛争処理制度の特徴
　　　・　専門的知見の活用……委員や事務局職員の専門性。このほか、事件ごとに専門委員を任命することもできる。
　　　・　機動的な資料収集・調査……必要に応じ、当事者に代わって自ら資料の収集、調査を行うことができる。
　　　・　職権調停……裁定事件は、因果関係や損害賠償責任についての法律判断
を行う手続きであるが、事件によっては、両当事者の合意によって紛争解決
が可能な場合がある。裁定委員会は、相当と認めるときは、裁定事件を職権
で調停手続きに移行することができる。調停が成立すれば、元の裁定申請は
取下げと見なされ、調停が不成立の場合は、裁定手続きが再開される。
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